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◆ 2019 年から 2023 年にかけて大きく変わる消費税

　2019（平成 31）年 10 月１日から消費税（地方消費税を含む。「消費税
等」、「消費税額等」と表現することがある。以下同じ）の税率が 10％（標
準税率）に引き上げられるとともに、飲食料品、定期購読契約の新聞につい
ては、税率８％（軽減税率）が適用される。
　これに加えて、2023（平成 35）年 10 月１日からは、インボイス（適格請
求書等保存）方式が導入される。
　さらに、インボイス方式を導入するまでの 2019（平成 31）年 10 月１日か
ら 2023（平成 35）年９月 30 日の間は、標準税率と軽減税率を区別するため
に、現行の請求書等保存方式に代えて、区分記載請求書等保存方式によるこ
とにしている。
　このように、2019（平成 31）年 10 月１日からは、消費税はこれまで経験
したことのない変身を遂げようとしている。

◆日本の消費税の特異性

　その中で、「改正後の売上げに対する消費税の計算や仕入税額控除の計算
の考え方や仕組み、インボイス方式の位置付けなどが今ひとつ理解できな
い」という声をよく耳にする。
　これらの疑問は、日本の消費税だけを見てきた人にとっては、当然生じる
ものである。しかし、同じタイプの税であるＥＵ諸国の付加価値税のシステ
ム（構造）と比較すると、日本の消費税の特異性（問題点）が、これらの改
正を機に噴出したと考えることができる。
　そこで、本章ではまず、日本の消費税の特異性を、付加価値（消費）税制
の基本原理との関係で明らかにする。
　これに加えて、改正後の主要な消費税の規定を取り上げて改正前のそれと
比較することにより、改正後の消費税が象徴するものを確認する。
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付加価値（消費）税制の基本原理から
見た日本の消費税の座標軸1

　付加価値（消費）税制の主要な基本原理としては、次の①～⑤がある。
　①　価値ある資産の譲渡・貸付け、役務の提供への課税
　②　有償取引に対する課税
　③　消費地課税主義
　④　売主が納めた消費税を買主が仕入税額控除する
　⑤　課税仕入れの証拠を前提とする仕入税額控除

（1）価値ある資産の譲渡・貸付け、役務の提供への課税

　付加価値（消費）税は、価値ある資産や役務の移転に対して課税する。こ
の考え方は、各国ともほぼ共通している。
　日本の消費税では、資産の譲渡等（消法２①八）が代表的な定義になる。
この定義について、消費税法基本通達５－２－１では、資産の譲渡とは、

「資産につきその同一性を保持しつつ、他人に移転させることをいう」と規
定している。「同一性を保持」することは、資産としての価値を失わないこ
とであると理解することができる。
　資産の譲渡等は、付加価値（消費）税の対象にしない課税対象外取引（不課
税取引）と区別する概念でもある。
　例えば、被害者は加害者から損害賠償金を受け取る。受け取る理由は、心
身や資産に加えられたことに対する償い（補償）として、である。
　つまり、損害賠償金は被害者が価値ある資産や役務を加害者に移転したこ
とによるものではない。価値ある資産や役務の移転を伴わない場合は、付加
価値（消費）税とは別の世界の取引を意味する。
　したがって、課税事業者間で価値ある資産や役務の移転が繰り返される限
り、付加価値（消費）税の課税関係が継続し続ける。換言すれば、課税事業
者が免税事業者と取引をすれば、課税関係が清算される。
　ただし、現行の日本の消費税は、免税事業者からの仕入れについても仕入
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税額控除を認めているので、このような仕組みになっていない。
　さらに、資産の譲渡等は、付加価値（消費）税の対象となる課税資産の譲
渡等（消法２①九）と非課税取引（消法６）に区分される。
　つまり、政策的に付加価値（消費）税を課税しないものを非課税取引とし
ている。ただし、非課税取引の範囲は、各国により異なっている。

■図表１　付加価値（消費）税に対する考え方

付加価値
（消費）税

価値ある資産の
譲渡等への課税

世界共通
の考え方

日本の消費税
も同様

（2）有償取引に対する課税

　法人税における益金の額に算入すべき額は、有償取引だけではなく、無償
取引にも課税する（法法 22 ②）。
　しかし、付加価値（消費）税は、原則として有償取引に課税し、無償取引
には課税しない。その理由は、無償取引について売主に認定課税をすると、
買主に課税仕入れを認める必要があるからである。
　ただし、無償取引であっても、最終消費に当たるものは課税の対象にする

（みなし譲渡）。
　日本の消費税においては、個人事業者の自家消費（消法４⑤一）、役員に
対する資産の贈与（同項二）、資産の低額譲渡（消法 28 ①但書）をみなし譲
渡（課税資産の譲渡等の対価の額への算入）として規定している。この取扱
いは、各国により異なるが、日本のみなし譲渡の類型は少ない方に属する。
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図表２　有償取引と無償取引に対する課税についての考え方

有償取引
に対する
課税

無償取引
に対する
課税

売主に課税した消
費税と買主の仕入
税額控除の連携

最終消費に当たる
ものに課税

世界共通
の考え方

世界共通
の考え方

日本の消費税も
同様

日本の消費税の
みなし譲渡の類
型は少ない

（3）消費地課税主義

　付加価値（消費）税は、各国の国内における資産の譲渡・貸付け、役務の
提供（消費）に課税する。これを消費地課税主義という。
　例えば、物品を輸出する場合は、輸出する国ではその物品を消費しないで
外国に送り出す。この場合は、消費地課税主義に基づき付加価値（消費）税
を課税しない。輸出免税の規定は、この基本原理に基づくものである。輸出
事業者に対する優遇措置ではない。
　同様に、外国から輸入する物品（外国貨物）は、非課税取引を除き、輸入
する国において付加価値（消費）税を課税する。
　消費地課税主義の原理を各国が国内法に取り入れることにより、付加価値

（消費）税を巡る国際間の二重課税を回避することができる。

図表３　物品を輸出・輸入した場合における付加価値（消費）税の課税関係

物品の
輸出

輸出国
で免税

消費地
課税主義

日本の消費税
も同様

世界共通
の考え方

物品の
輸入

輸入国
で課税

消費地
課税主義

日本の消費税
も同様

世界共通
の考え方
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（4）売主が納めた消費税を買主が仕入税額控除

　付加価値（消費）税は、最終消費（者）に負担を求めることにしている。
換言すれば、課税事業者には（実質的な）負担を求めない。
　この考え方を実現する仕組みが仕入税額控除である。これは、「売主が納
めた消費税を買主が仕入税額控除する」ことを意味する。
　次の例で考える。

【商品の売買例】

売主 買主

商品の売上げ100
上記の消費税10

代金の支払い110

①　買主が最終消費者の場合
　　売主：消費税の納付　10
　　買主：仕入税額控除　 0
　　国庫：10－0 ＝ 10
②　買主が課税事業者の場合
　　売主：消費税の納付　10
　　買主：仕入税額控除△10
　　国庫：10－10 ＝ 0　
　仕入税額控除の仕組みが考えつかなかった累積型の売上税の場合は、商品
の流通に際して、その流通回数の多寡により、最終消費者が負担する価格

（税負担）が影響を受ける。つまり、最終消費者が同じ商品を購入しても、
累積型の売上税の存在と流通経路の差異により、商品価格が異なるという現
象（問題）が生じていた。
　例えば、ある商品の流通が、次の③と④の場合では、③に比べて④の方が
１回多く税が転嫁されているので、最終消費者への販売価格は高くなる。
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③　Ａ事業者→（税転嫁）→Ｂ事業者→（税転嫁）→最終消費者
④　�Ａ事業者→（税転嫁）→Ｂ事業者→（税転嫁）→Ｃ事業者→（税転嫁）

→最終消費者
　このような弊害を是正するために、仕入税額控除の仕組みが発明され、付
加価値（消費）税が各国に普及したのである（流通回数に対する中立性の確
保）。
　このように、仕入税額控除は、税の累積を回避するために、課税事業者間
の取引において認める制度であると位置付けることができる。
　このことから、仕入税額控除は、売主が納めた消費税でなければならない。
　しかし、日本の消費税は、その導入の過程において、政治的な理由（中曽
根内閣による売上税導入の挫折）から、この基本原理に目をつぶった仕入税
額控除の制度を導入した。具体的には、免税事業者や消費者からの仕入れに
ついても、課税仕入れとして仕入税額控除の対象にした。この取扱いは今日
まで続いている。
　このように、日本の仕入税額控除の制度は、「売主が納めた消費税を買主
が仕入税額控除する」という付加価値（消費）税の基本原理を厳格に適用し
てこなかった。さらに、今回の改正においても一部については是正したが、
徹底したものになっていない。
　この不徹底さが、新しい仕入税額控除の規定の理解に困惑を与えている１
つになっている。

■図表４　日本の仕入税額控除制度の考え方

仕入税額
控除

これまで日本の消費
税は、この基本原理
を不徹底適用

基本原理を強調する
規定に改正したが、
引き続き不徹底

これまで以上に仕入
税額控除の意味がわ
かりにくくなった

流通回数に
対する中立
性の確保

課税事業者
間の取引

売主が納め
た消費税を
買主が控除

世界共通
の考え方
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（5）課税仕入れの証拠を前提とする仕入税額控除

　この基本原理は、上記（4）のそれを補完するものであり、（4）と密接に関連
している。仕入税額控除は、同控除を受ける買主が、売主から付加価値（消
費）税の控除の対象となる仕入れをした証拠を保存していることを前提とし
て認められるものである。
　その証拠が税制適格のインボイスである。インボイスを保存していなかっ
たり、インボイスを保存していても、税法で規定している事項のうち、１つ
でも欠けているなどの場合は、仕入税額控除は認められない（インボイス方
式）。
　税制適格のインボイスを発行できるのは、課税事業者に限られている。
　しかし、日本の消費税は、1989（平成元）年の導入以来、インボイス方式
を採用して来なかった。当初は「帳簿又は請求書等」、その後は「帳簿及び
請求書等」の保存を前提に仕入税額控除を認めてきた。ここでいう「請求書
等」には、免税事業者や消費者が発行するものも含めてきた。
　これについては、2023（平成 35）年 10 月１日以後は、日本もインボイス
方式に移行する。その結果、免税事業者と消費者はインボイスを発行するこ
とはできない。さらに、課税事業者であっても、登録を要することとした。
　一方、例えば再生資源卸売業を営む事業者が、他の者から買い受けたその
再生資源等については、改正前と同様に帳簿への記載、保存だけで仕入税額
控除を認めることにしている（平 35 施行消令 49 ①一ハ（4））。
　新規に追加したものに、宅地建物取引業（宅地建物取引業法２二）を営む
宅地建物取引業者（同条三）である事業者が、他の者から買い受けた建物

（同条二）がある（同号ハ（3））。
　これらの規定における「他の者」は、その範囲を限定していないので、免
税事業者や消費者が含まれる。
　つまり、これまでと同様に、消費税の納税義務がない免税事業者や消費者
からの仕入れについても引き続き仕入税額控除を容認することを意味してい
る。
　このように、改正後は、これまで仕入税額控除を認めてきた課税仕入れの
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うち、インボイス方式の要件を満たさなくなったことにより仕入税額控除が
認められなくなる仕入先（免税事業者、消費者）と、インボイスの保存がな
くても引き続き仕入税額控除が認められる仕入先（新規に追加されたものも
ある）に分かれることになる。
　なお、後者のインボイスなしで仕入税額控除を認める措置は、消費税の導
入以来、今日まで事業者に与えてきた恩典（既得権）を廃止することができ
ないことを意味する。
　消費税の導入時に、その導入に反対する国民（この問題では事業者）に、
導入を納得させる（諦めさせる）ための取引材料の１つとして可能な限り仕
入税額控除を認めるという制度（帳簿又は請求書等保存方式、その後の帳簿
及び請求書等保存方式）にしたこと、さらに「売主が納めた消費税を買主が
仕入税額控除する」という基本原理に回帰する改正ができないこと（既得権
者からの反対が政治問題に発展することを回避するため）が、ＥＵ諸国に見
られる本来の付加価値（消費）税の仕組みに戻せない理由である。

■図表５　仕入税額控除における証拠についての考え方

仕入税額
控除

免税事業者、消
費者はインボイ
ス発行が不可に

改正後はイン
ボイス方式に
変更

一方、一部は帳
簿記載だけで可
の特例を残置

帳簿記載だけの特
例は、事業者に対
する既得権の容認

仕入れをし
た証拠の保
存が前提

証拠は税制
適格のイン
ボイス

世界共通
の考え方

日本は独自の
帳簿及び請求書
等の保存方式

（6）まとめ

　上記（1）から（5）の検討の結果、日本の消費税は、上記（1）から（3）の基本原
理はＥＵ諸国を中心とする付加価値税と概ね同様の取扱いになっていると考
えられる。
　これに対し、上記（4）と（5）の仕入税額控除については、消費税の創設以
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来、基本原理とは異なる仕組みで実施してきた。この点については、2023
（平成 35）年 10 月１日から、インボイス方式に移行し、「売主が納めた消費
税を買主が仕入税額控除する」という基本原理に少し近づく体制を整えた。
　ただし、特定の事業という限定はあるが、事業者の既得権を廃止すること
ができないところに他の国にはない日本独自の消費税の制度になっている。
　これが、日本の消費税をわかりにくくしている理由の１つであると考え
る。
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消費税の計算構造の象徴的な違い、
仕入税額控除を認める証拠の確認2

　消費税は、課税標準額に対する消費税額から、仕入税額控除をして求め
る。これらの計算の方法や証拠の保存等について、（1）2014（平成 26）年
４月１日から 2019（平成 31）年９月 30 日まで、（2）2019（平成 31）年 10
月１日から 2023（平成 35）年９月 30 日まで、（3）2023（平成 35）年 10 月
１日以後により異なる。
　これとは別に、仕入税額控除を認める要件としての帳簿の記載事項と、売
主が発行する請求書等の記載事項が上記（1）から（3）の時期により異なってい
る。
　この点についての詳細は、第４章以降で解説するが、ここでは、これらの
制度が異なる象徴的な規定を検討することにより、複数税率における消費税
の規定のわかりにくさを確認する。
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　ここでは、課税資産の譲渡等の場合に限定し、かつ、税抜経理した場合に
ついて比較する。

（1）2014（平成 26）年４月１日から 2019（平成 31）年９
月 30 日まで

①　規定（割戻し方式、消法 28 ①本文、29）
　消費税率８％（単一税率）の場合の課税標準額に対する消費税額は、次の
算式による。

　

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
108

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

課税標準額 課税標準額に対する消費税額× ＝
6.3
100

②　解説

　1989（平成元）年に消費税を導入して以来の計算方法である。売上げ時に
本体価格と消費税を区分して領収しても売上げ総額から割戻しの方法により
課税標準額を算出する（割戻し方式）。
　この課税標準額に消費税率 6.3％を掛けて課税標準額に対する消費税額を
求める。
　なお、小売業者等には積上げ方式が認められており（平 15 改正消規附則
２）、下記（3）②の適格請求書等を保存している場合と類似している。この点
については、小売業者等に対する積上げ方式は小売業者等に限定した取扱い
であることに対し、下記（3）②の適格請求書等保存方式はすべての課税事業
者に適用するものである違いがあることを指摘するにとどめる。
　下記（2）の期間についても、下記（3）の適格請求書等保存方式に移行するま

課税標準額に対する消費税額の計算3
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での間は、（1）の期間と同様に小売業者等には積上げ方式が認められている。

（2）2019（平成 31）年 10 月１日から 2023（平成 35）年
９月 30 日まで

　次の算式により計算する（割戻し方式）。
①　標準税率の課税資産の譲渡等（消法 28 ①本文、平 31 施行消法 29）

　

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
110

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

課税標準額 課税標準額に対する消費税額× ＝
7.8
100

②　31 年軽減対象資産の譲渡等（消法 28 ①本文、平 28 改正法附則 34 ①）

　

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
108

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

課税標準額 課税標準額に対する消費税額× ＝
6.24
100

③　解説

　軽減税率が導入されることから、上記①と②に区分して課税標準額に対す
る消費税額を計算する。31 年軽減対象資産とは、2019（平成 31）年 10 月１
日から 2023（平成 35）年９月 30 日までの期間に軽減税率が適用される資産
のことで、2023（平成 35）年 10 月１日以後に適用される軽減対象課税資産
と同じものである（平 28 改正法附則 34 ①）。
　課税標準額の計算方法は、（1）の単一税率の場合と変わらない。
　なお、国税の軽減税率は 6.24％で（1）の単一税率の場合の 6.3％と異なるの
で注意が必要である。この点については、6.3％は経過措置として当分の間
適用されるので、6.24％と併存される状態が続くことになる。
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（3）2023（平成 35）年 10 月１日以後

　次の算式により計算する。
①　原則（②以外、割戻し方式）

　イ　標準税率の課税資産の譲渡等（消法 28 ①本文、平 35 施行消法 29 一）

 　
7.8
100

課税標準額 課税標準額に対する消費税額× ＝

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
110

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

 
　ロ　軽減対象課税資産の譲渡等（消法 28 ①本文、平 35 施行消法 29 二）

 　
6.24
100

課税標準額 課税標準額に対する消費税額× ＝

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
108

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

②　適格請求書、適格簡易請求書の写し（電磁的記録を含む）を保存してい

る場合（積上げ方式）

　イ　標準税率の課税資産の譲渡等（平 35 施行消法 45 ①・⑤、57 の４①
五・②五・⑤、平 35 施行消令 62、70 の 10）

　

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
110

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細
書等、せり売等（電磁的記録を含む）に
記載した標準税率の課税資産の譲渡等に
係る消費税額等の合計額

課税標準額に　
対する消費税額＝

78
100
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　ロ　軽減対象課税資産の譲渡等（平 35 施行消法 45 ①・⑤、57 の４①
五・②五・⑤、平 35 施行消令 62、70 の 10）

　

⎧
⎜
⎜
⎜
⎩

課税標準額
（1,000 円未満切捨て）× ＝税抜売上高＋仮受消費税額

100
108

⎫
⎜
⎜
⎜
⎭

×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細
書等、せり売等（電磁的記録を含む）に
記載した軽減対象課税資産の譲渡等に係
る消費税額等の合計額

課税標準額に　
対する消費税額＝

78
100

③　解説

　課税標準額に対する消費税額の計算は、インボイス方式に移行した場合に
おいても、改正前と同様に割戻し方式が原則的な計算方法になっている。
　その理由は、売主は全ての顧客に対してインボイスを発行しない可能性が
あるからである。
　したがって、インボイスを発行している事業者は、インボイスを発行した
売上げについて、小売業者等の積上げ方式（平 15 改正消規附則２）に類似
した上記②の計算方法を選択することができるという位置付けになる。
　なお、②の算式の 78 ／ 100 は、消費税等の合計額のうち、国税の取り分
を意味している（平 35 施行消令 62 ①）。

■図表６　課税標準額に対する消費税額の計算

課税標準額に対す
る消費税額の計算

インボイス方式
に移行

原則：割戻し方式による
特例：積上げ方式による
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　ここでは、仕入税額控除を課税売上割合によるあん分計算によらない（全
額控除する）場合で、課税仕入れについてだけ適用し、かつ、税抜経理した
場合について比較する。

（1）2014（平成 26）年４月１日から 2019（平成 31）年９
月 30 日まで

①　規定（割戻し方式、消法 30 ①）
　消費税率８％（単一税率）の場合の仕入税額控除は、次の算式による。

　
⎧
⎜
⎜
⎩

仕入税額控除額× ＝税抜仕入高＋仮払消費税額
6.3
108

⎫
⎜
⎜
⎭

 ②　解説

　課税標準額に対する消費税額の場合と同様に、割戻し方式により仕入税額
控除額を計算する。この場合、課税仕入れは免税事業者や消費者からの仕入
れを含んだものである。

■図表７　2019（平成 31）年９月 30 日までの課税仕入れ

課　税
仕入れ

免税事業者、消費
者からの仕入れを
含む

税率は
１つ

割戻し
方式

仕入税額
控除

（2）2019（平成 31）年 10 月１日から 2023（平成 35）年
９月 30 日まで

　次の算式により計算する（割戻し方式）。
①　標準税率の課税資産に係る課税仕入れ（消法 30 ①）

仕入税額控除4
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⎧
⎜
⎜
⎩

仕入税額控除額× ＝税抜仕入高＋仮払消費税額
7.8
110

⎫
⎜
⎜
⎭

②　31 年軽減対象資産に係る課税仕入れ（平 28 改正法附則 34 ②）

　
⎧
⎜
⎜
⎩

仕入税額控除額× ＝税抜仕入高＋仮払消費税額
6.24
108

⎫
⎜
⎜
⎭

③　解説

　軽減税率が導入されることから、上記①と②に区分して仕入税額控除額を
計算する。この場合、課税仕入れは免税事業者や消費者からの仕入れを含ん
だものである。
　仕入税額控除額の計算方法は、（1）の単一税率の場合と変わらない。
　なお、税額への割戻し率（国税）は、軽減税率は 108 分の 6.24 で、（1）
の単一税率の場合の 108 分の 6.3 と異なる。

■図表８　2019（平成31）年10月１日～2023（平成35）年９月30日の課税仕入れ

課　税
仕入れ

免税事業者、
消費者からの
仕入れを含む

・標準税率
・軽減税率

税
率

割戻し
方式

仕入税額
控除

（3）2023（平成 35）年 10 月１日以後

　次の算式により計算する。
①　適格請求書等からの直接積上げ方式（②、③以外）

　イ　標準税率の課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、57 の
４①五・②五・⑤、平 35 施行消令 46 ①、70 の 10）

　 ×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細書等、
せり売等（電磁的記録を含む）に記載した又は
帳簿等の記載のみで控除可の標準税率の課税
資産に係る課税仕入れの消費税額等の合計額

仕入税額
控除額　＝

78
100



32

　ロ　軽減対象課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、57 の４
①五・②五・⑤、平 35 施行消令 46 ①、70 の 10）

　
78
100

×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細書等、
せり売等（電磁的記録を含む）に記載した又
は帳簿等の記載のみで控除可の軽減対象課税
資産に係る課税仕入れの消費税額等の合計額

仕入税額
控除額　＝

 ②　適格請求書等から帳簿記載を通しての直接積上げ方式

　イ　標準税率の課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、57 の
４①五・②五・⑤、平 35 施行消令 46 ②、70 の 10）　

　 ×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細書等、せ
り売等（電磁的記録を含む）から帳簿に記載した
又は帳簿等の記載のみで控除可の標準税率の課
税資産に係る課税仕入れの消費税額等の合計額

仕入税額
控除額　＝

78
100

 
　ロ　軽減対象課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、57 の４

①五・②五・⑤、平 35 施行消令 46 ②、70 の 10）

　
78
100

×

適格請求書、適格簡易請求書、仕入明細書等、
せり売等（電磁的記録を含む）から帳簿に記載し
た又は帳簿等の記載のみで控除可の軽減対象課
税資産に係る課税仕入れの消費税額等の合計額

仕入税額
控除額　＝

③　割戻し方式

　その課税期間に係る税率の異なるごとに区分した課税標準額に対する消費
税額の計算につき、適格請求書、適格簡易請求書の写し（電磁的記録を含
む）を保存している場合の取扱い（28 頁）によらない事業者は、次のイ、
ロの合計額によることができる。
　イ　標準税率の課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、平 35

施行消令 46 ③）　
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⎧
⎜
⎜
⎩

仕入税額控除額× ＝税抜仕入高＋仮払消費税額
7.8
110

⎫
⎜
⎜
⎭

　ロ　軽減対象課税資産に係る課税仕入れ（平 35 施行消法 30 ①、平 35 施
行消令 46 ③）

　
⎧
⎜
⎜
⎩

仕入税額控除額× ＝税抜仕入高＋仮払消費税額
6.24
108

⎫
⎜
⎜
⎭

④　解説

　インボイス方式に移行したことにより、インボイス（適格請求書、適格簡
易請求書〈電磁的記録を含む〉）を発行することができない免税事業者や消
費者からの仕入れは、仕入税額控除することができなくなる。
　ただし、インボイスがなくても仕入税額控除が認められる課税仕入れを認
めているので、ＥＵ諸国のインボイス方式とは異質の制度であると位置付け
られる。
　仕入税額控除の具体的な控除方式は、上記①～③の３つの計算方式を規定
している。

■図表９　2023（平成 35）年 10 月１日以後の課税仕入れ

課　税
仕入れ

インボイスなし
の仕入れを一部
含む

・適格請求書等からの直接積上げ方式
・適格請求書等から帳簿記載を通しての直接積上げ方式
・割戻し方式

免税事業者、消費者
からの仕入れは含ま
ない

・標準税率
・軽減税率

税
率

仕入税額
控除
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　ここでは、特定課税仕入れと課税貨物を除いた課税仕入れについての帳簿
への記載事項を比較する。

（1）2014（平成 26）年４月１日から 2019（平成 31）年９
月 30 日まで

①　規定（消法 30 ⑧一）
　帳簿には、次のイ～ニの事項を記載しなければならない。
　イ　課税仕入れの相手方の氏名又は名称
　ロ　課税仕入れを行った年月日
　ハ　課税仕入れに係る資産又は役務の内容
　ニ　課税仕入れに係る支払対価の額
②　解説

　上記①イ～ニの４項目は、消費税の創設時から変わっていない。実務的に
は、①イとハのいずれかの記載漏れのないように注意しなければならない。

（2）2019（平成 31）年 10 月１日から 2023（平成 35）年
９月 30 日まで

①　規定（消法 30 ⑧一、平 28 改正法附則 34 ②）
　帳簿には、次のイ～ニの事項を記載しなければならない。
　イ　課税仕入れの相手方の氏名又は名称
　ロ　課税仕入れを行った年月日
　ハ　課税仕入れに係る資産又は役務の内容（その課税仕入れが他の者から

受けた 31 年軽減対象資産の譲渡等に係るものである場合には、資産の
内容及び 31 年軽減対象資産の譲渡等に係るものである旨）

　ニ　課税仕入れに係る支払対価の額

帳簿への記載事項5
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②　解説

　記載事項は、（1）①イ～ニの４項目と基本的には変わらない。ただし、
2019（平成 31）年 10 月１日から軽減税率が適用されるので、31 年軽減対象
資産に係る課税仕入れをした場合には、帳簿にその旨を記載しなければなら
なくなる。
　この場合は、１項目の増加になるので、記載漏れのないように注意しなけ
ればならない。

■図表10　2019（平成31）年10月１日～2023年９月30日の帳簿への記載事項

帳簿へ
の記載
事項

2019（平成
31）年10月
１日から適用

31年軽減対象資
産の譲渡等に係
る課税仕入れが
発生

その旨
を帳簿
に記載

記載すべき
項目数は５
項目

（3）2023（平成 35）年 10 月１日以後

①　規定（平 35 施行消法 30 ⑧一）
　帳簿には、次のイ～ニの事項を記載しなければならない。
　イ　課税仕入れの相手方の氏名又は名称
　ロ　課税仕入れを行った年月日
　ハ　課税仕入れに係る資産又は役務の内容（その課税仕入れが他の者から

受けた軽減対象課税資産の譲渡等に係るものである場合には、資産の内
容及び軽減対象課税資産の譲渡等に係るものである旨）

　ニ　課税仕入れに係る支払対価の額
②　解説

　（2）とは、「31 年軽減対象資産の譲渡等」が「軽減対象課税資産の譲渡
等」に変わっただけであり、帳簿への記載項目数は、2019（平成 31）年 10
月１日からは変わらない。
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　ここでは、仕入明細書と課税貨物を除いた課税仕入れについての仕入税額
控除の前提となる請求書等を比較する。

（1）2014（平成 26）年４月１日から 2019（平成 31）年９
月 30 日まで

①　請求書等保存方式（消法 30 ⑨一）
　売主（注１）が、買主に交付する請求書、納品書等について、次のイ～ホ
の事項（注２）を記載しなければならない。
　イ　書類の作成者の氏名又は名称
　ロ　課税資産の譲渡等を行った年月日（まとめ発行する場合は、その一定

の期間）
　ハ　課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容
　ニ　課税資産の譲渡等の対価の額（消費税等を含む）
　ホ　書類の交付を受けるその事業者の氏名又は名称
　（注）１　売主
　　　　　その課税資産の譲渡等が卸売市場においてせり売又は入札の方法によ

り行われるものその他の媒介又は取次ぎに係る業務を行う者を介して行
われるものである場合には、その媒介又は取次ぎに係る業務を行う者を
いう。

　　　２　事項
　　　　　その課税資産の譲渡等が小売業、飲食業、写真業等に係るものである

場合には、イからニまでの事項。つまり、買主の氏名又は名称の記載を
省略することができる。

②　解説

　上記①ニの課税資産の譲渡等の対価の額には、消費税等を含む。ここでい
う消費税等は、正確には「消費税等という名称を付した価格（売上げ代
金）」を意味する。

請求書等の記載事項6
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（2）2019（平成 31）年 10 月１日から 2023（平成 35）年
９月 30 日まで

①　区分記載請求書等保存方式（消法 30 ⑨一、平 28 改正法附則 34 ②）
　売主（注１）が、買主に交付する請求書、納品書等について、次のイ～ホ
の事項（注２）を記載しなければならない。
　イ　書類の作成者の氏名又は名称
　ロ　課税資産の譲渡等を行った年月日（まとめ発行する場合は、その一定

の期間）
　ハ　課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（その課税資産の譲渡等

が 31 年軽減対象資産の譲渡等である場合には、資産の内容及び 31 年軽
減対象資産の譲渡等である旨）

　ニ　税率の異なるごとに区分して合計した課税資産の譲渡等の対価の額
（消費税等を含む）

　ホ　書類の交付を受けるその事業者の氏名又は名称
　（注）１　売主
　　　　　その課税資産の譲渡等が卸売市場においてせり売又は入札の方法によ

り行われるものその他の媒介又は取次ぎに係る業務を行う者を介して行
われるものである場合には、その媒介又は取次ぎに係る業務を行う者を
いう。

　　　２　事項
　　　　　その課税資産の譲渡等が小売業、飲食業、写真業等に係るものである

場合には、イからニまでの事項。つまり、買主の氏名又は名称の記載を
省略することができる。

②　解説

　上記①ハの課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容について、標準税
率の課税資産の譲渡等と 31 年軽減対象資産の譲渡等とがある場合は、これ
らを区別しなければならない。かつ、31 年軽減対象資産の譲渡等である場
合には、その旨の記載が必要になる。
　さらに、上記①ニについては、標準税率の課税資産の譲渡等に係る消費税
等と 31 年軽減対象資産の譲渡等に係る消費税等を含めた対価の額を、税率
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の異なるごとに区分して記載しなければならない。
　このような記載の仕方を「区分記載請求書等保存方式」という。この方式
は、割戻し方式により仕入税額控除額を計算することから、「消費税等」の
記載を必要としていない。
　この区分記載請求書等保存方式は、インボイス方式を導入するまでの暫定
措置として位置付けられている。
　この点に関し、「区分記載請求書等保存方式をインボイス方式に代えて恒
久的な保存方式にしてもよいのではないか」という意見がある。しかし、両
者はその果たす機能が異なる。
　区分記載請求書等は、標準税率の課税資産の譲渡等と 31 年軽減対象資産
の譲渡等を区別する機能を持っている。しかし、免税事業者や消費者も発行
することを予定しているので、「売主が納めた消費税を買主が仕入税額控除
する」という要請に応えることはできない。
　仮に、免税事業者や消費者に区分記載請求書等を発行させない場合は、区
分記載請求書等は、インボイス（適格請求書等）に類似するもの（変形版）
になる。
　インボイス方式は、これまで述べた複数税率への対応と「売主が納めた消
費税を買主が仕入税額控除」しなければならないという命題の両方に応える
ものなので、区分記載請求書等保存方式をもって代替することはできない。
　区分記載請求書等のイメージは前頁のとおりである。

■図表 11　区分記載請求書等保存方式の概要

区分記載請
求書等保存
方式

2019（平成31）年
10月 １ 日 か ら
2023（平成35）年
９月30日まで適用

免税事業者、
消費者も発行
できる

標準税率と軽減
税率の資産、役
務の区分が目的

（3）2023（平成 35）年 10 月１日以後

①　インボイス（適格請求書等保存）方式（平 35 施行消法 30 ⑨一）
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■区分記載請求書等のイメージ

請求書

Ｂ社　御中� Ａ社　

　××年11月分	

月日 品　名 金　額

10/25 食料品※ 8,640 円

11/10 雑貨 5,500 円

： ： ：

合　計 14,140 円

※…�軽減税率
対象

10％対象 5,500 円

８％対象 8,640 円

ハ　資産、役務
の内容

イ　書類
　作成者

ホ　書類
　受領者

ロ　譲渡等
年月日

ハ　31年軽減対
象課税資産の譲
渡等である旨

ニ　税率の異な
るごとの支払
対価の額（税
込価格）
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　適格請求書発行事業者（売主）が、その課税資産の譲渡等につき、買主に
交付する適格請求書又は適格簡易請求書を保存しなければならない。
②　適格請求書の記載事項（平 35 施行消法 57 の４①、平 35 施行消令 70 の

10）
　請求書、納品書等（適格請求書等）に次のイ～ヘの事項を記載しなければ
ならない。
　イ　適格請求書発行事業者の氏名又は名称、登録番号
　ロ　課税資産の譲渡等を行った年月日（まとめ発行する場合は、その一定

の期間）
　ハ　課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（その課税資産の譲渡等

が軽減対象課税資産の譲渡等である場合には、資産の内容及び軽減対象
課税資産の譲渡等である旨）

　ニ　課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに
区分して合計した金額及び適用税率（10％、８％）

　ホ　消費税額等（税率の異なるごとに区分する）
　ヘ　書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称
③　適格簡易請求書（平 35 施行消法 57 の４②、平 35 施行消令 70 の 10）
　適格請求書発行事業者が小売業等の事業の場合は、請求書、納品書等（適
格簡易請求書）に次のイ～ホの事項を記載しなければならない。
　イ　適格請求書発行事業者の氏名又は名称、登録番号
　ロ　課税資産の譲渡等を行った年月日
　ハ　課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容（その課税資産の譲渡等

が軽減対象課税資産の譲渡等である場合には、資産の内容及び軽減対象
課税資産の譲渡等である旨）

　ニ　課税資産の譲渡等に係る税抜価額又は税込価額を税率の異なるごとに
区分して合計した金額

　ホ　消費税額等（税率の異なるごとに区分する）又は適用税率（10％、８
％）

④　解説

　インボイス（適格請求書等保存）方式は、「売主が納めた消費税を買主が
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■適格請求書のイメージ

請求書

Ｂ社　御中� Ａ社　　　　　　　
� 登録番号　××××

　××年11月分	

月日 品　名 金　額

10/25 食料品※ 8,000 円

11/10 雑貨 5,000 円

： ： ：

小　　　計
消　費　税
請求合計額

13,000 円
1,140 円

14,140 円

※…�軽減税率
対象

10％対象
上記の消費税

5,000 円
500 円

８％対象
上記の消費税

8,000 円
640 円

ハ　資産、役務
の内容

イ　書類
作成者

イ　登録
番号

ヘ　書類
受領者

ロ　譲渡等
年月日

ハ　軽減対象課
税資産の譲渡
等である旨

ニ　税率別の税抜価
額（税込価額）の合
計額、適用税率
ホ　税率別の消費税
額等
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仕入税額控除する」ために、標準税率の課税資産の譲渡等と軽減対象課税資
産の譲渡等に係る消費税等をインボイスに記載させる。
　この消費税等は、「消費税等という名称を付した価格（売上げ代金）」では
なく、「消費税等そのもの」を意味する。
　この点が、消費税等の記載を求めない区分記載の請求書等と決定的に異な
る点である。
　これに関連して、上記②ニの本体価格（税抜価額又は税込価額）を、標準
税率と軽減税率ごとに区分し、それぞれの合計金額とこれに対応する税率の
記載を要求している。
　もう１つ、区分記載の請求書等と対比すべきものとして、登録番号があ
る。登録番号は、適格請求書発行事業者に与えられるものである。区分記載
の請求書等は、消費税の課税事業者だけでなく、消費者や免税事業者も発行
することを予定しており、事業者として「登録」する概念は有していない。
　適格請求書は、適格請求書発行事業者だけが発行することができるので、
同請求書には登録番号を記載しなければならない（適格簡易請求書も同
様）。この点が区分記載の請求書等の記載事項と異なる。
　適格簡易請求書は、適格請求書の記載事項を簡素化したものである。その
理由は、小売業等の場合の事務負担の軽減のためである。
　顧客が多数にわたる事業で、インボイスを短時間で作成しなければならな
い場合があることなどを考慮した。
　ここでいう小売業等とは、不特定かつ多数の者に資産の譲渡等を行う小売
業、飲食店業、写真業、旅行業、タクシー業、不特定多数の者に時間貸しす
る駐車場業などが該当する（平 35 施行消令 70 の 11）。
　適格簡易請求書の特徴は、上記②への「買主の氏名又は名称を省略するこ
とができること」と、上記③ホの「消費税額等又は適用税率のいずれかの記
載でよい」ことである。
　この場合、適用税率の記載を選択した場合は、買主は本体価格（税抜価額
又は税込価額）と適用税率から消費税等を計算しなければならない。
　適格請求書や適格簡易請求書は、売主が買主に紙により交付するものであ
るが、電磁的記録による提供も認められている。 
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　適格請求書のイメージは前頁のとおりである。
■図表 12　インボイス方式の概要

インボイス
方式

2023（平
成35）年
10月１日
以後に適用

免税事業者、消
費者は発行不可

・適格請求書
・適格簡易請求書
・電磁的記録による提供

記載する消費税等は
「消費税等そのもの」

売主が納めた消費税
を買主が仕入税額控
除する理念を実現


